
市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表((((平成平成平成平成21212121年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))
秋田県 大館市秋田県 大館市秋田県 大館市秋田県 大館市
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実 質 収 支
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32,974,404
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人(H22.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

財政力財政力財政力財政力

財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.46][0.46][0.46][0.46]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

98/12898/12898/12898/128
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

0.550.550.550.55
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均

0.330.330.330.330.00
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0.300.300.300.30

1.431.431.431.43

0.640.640.640.64
0.660.660.660.660.650.650.650.650.630.630.630.630.590.590.590.59

H21H20H19H18H17

0.460.460.460.46
0.470.470.470.470.450.450.450.450.430.430.430.430.420.420.420.42

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [93.5%][93.5%][93.5%][93.5%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

87/12887/12887/12887/128
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

91.891.891.891.8
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均

90.190.190.190.1

(%)
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91.891.891.891.893.093.093.093.093.593.593.593.592.192.192.192.191.991.991.991.9

H21H20H19H18H17

93.593.593.593.5

96.796.796.796.795.495.495.495.495.495.495.495.496.896.896.896.8

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの状況状況状況状況

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額[130,540[130,540[130,540[130,540円円円円]]]]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

99/12899/12899/12899/128
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

115,856115,856115,856115,856
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均
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113,849113,849113,849113,849116,542116,542116,542116,542115,686115,686115,686115,686

122,584122,584122,584122,584

H21H20H19H18H17

130,540130,540130,540130,540
126,283126,283126,283126,283130,525130,525130,525130,525131,939131,939131,939131,939

138,827138,827138,827138,827

給与水準   給与水準   給与水準   給与水準   （（（（国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数 [98.0][98.0][98.0][98.0]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

67/12867/12867/12867/128
全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均

98.898.898.898.8
全国町村平均全国町村平均全国町村平均全国町村平均

95.195.195.195.1108.0
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103.7103.7103.7103.7

91.291.291.291.2

97.897.897.897.8
97.697.697.697.697.597.597.597.5

97.397.397.397.396.896.896.896.8

H21H20H19H18H17

98.098.098.098.0
98.098.098.098.097.697.697.697.6

97.197.197.197.196.796.796.796.7

定員管理定員管理定員管理定員管理のののの状況状況状況状況

人口千人当人口千人当人口千人当人口千人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数 [8.59[8.59[8.59[8.59人人人人]]]]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

88/12888/12888/12888/128
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

7.337.337.337.33
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均

9.639.639.639.63

(人)
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7.897.897.897.897.987.987.987.988.208.208.208.208.498.498.498.49

H21H20H19H18H17

8.598.598.598.59
8.788.788.788.789.089.089.089.089.329.329.329.329.449.449.449.44

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの状況状況状況状況

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [17.9%][17.9%][17.9%][17.9%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

106/128106/128106/128106/128
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

11.211.211.211.2
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均

16.716.716.716.7

(%)
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H21H20H19H18H17

17.917.917.917.9
17.717.717.717.717.517.517.517.517.417.417.417.416.516.516.516.5

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの状況状況状況状況

将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率 [171.2%][171.2%][171.2%][171.2%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

113/128113/128113/128113/128
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

92.892.892.892.8
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均

136.4136.4136.4136.4

(%)
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171.2171.2171.2171.2

186.9186.9186.9186.9200.3200.3200.3200.3

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

財政力財政力財政力財政力

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの
状況状況状況状況

給与水準給与水準給与水準給与水準
   （   （   （   （国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

定員管理定員管理定員管理定員管理のののの状況状況状況状況

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの状況状況状況状況

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの状況状況状況状況

類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均

大館市大館市大館市大館市
※※※※類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均をををを100100100100としたとしたとしたとした
　　　　ときのときのときのときの比率比率比率比率でででで表表表表したしたしたした。。。。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。
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分析欄分析欄分析欄分析欄

財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数：：：：
　長引く景気低迷により、個人・法人関係の減収などから類似団体平均より下回っている。人口の減少や高齢化などにより税収も伸び悩み
の傾向が続いている。雇用の創出や経済対策による地域活性化を図るとともに、組織機構の見直しや定員の抑制、また、「財政健全化法」
への取り組みと合わせ、あらゆる行財政改革を引き続き強力に推進し、歳入・歳出のバランスのとれた行財政運営に取り組んでいく。
経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率：：：：
　人件費の抑制や市債償還費のピークが過ぎたことなどから、前年度より3.2ポイント改善している。しかし、依然全国平均、県内平均を上
回っていることから、今後も地方債の借換による利子償還金の縮減、事務事業の見直し・点検実施で、人件費、物件費、補助費、公債費の
経常経費抑制を行っていく。
人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額：：：：
　130,540円で、前年度より4,000円ほど増加している。要因としては、物件費、維持補修費の増加によるところが大きいが、それに加えて
人口の減少も一因となっている。今後の経費抑制策として、施設の指定管理者制度の導入促進、複数年契約による維持管理経費の圧縮を図
り、併せて各施設の統廃合等による維持補修費の削減など、歳出コストの低減・改善を図る。
ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数：：：：
　昨年度と同水準を維持し、全国市平均を下回っているが、今後も手当ての見直し等も含め、給与の適正化を図っていく。

将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率：：：：
　前年度より15.7ポイント改善し、171.2％となっている。起債発行の抑制や繰上償還により地方債の現在高が減少したことと、退職手当負
担見込額が減少したこと、さらに、分母である標準財政規模が増加したこと等によるものである。今後も緊急性・適債性での峻別を図ると
共に、大規模な事業が単年度に重複しないよう事業計画を策定し、市債の抑制と平準化を図る。
実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率：：：：
　前年度より0.2ポイント増加し、17.9％となっている。普通交付税、臨時財政対策債の増加により標準財政規模は増加したが、公営企業の
企業債の償還の財源に充てた繰出金も大きく増加したこと等によるものである。
　今後は市全体で事業の優先度や内容を精査し、計画的な借入を図っていく。
人口人口人口人口1,0001,0001,0001,000人当人当人当人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数：：：：
　8.59人と県平均を下回っているものの全国平均に対しては1.26人上回っている。定員適正化計画により職員数は前年度より26人減少した
が、人口も803人減少しているため、数値は小幅な改善にとどまっている。今後も将来人口などを考慮し、職員数の適正化を図る。


